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人口１０万人あたりの自殺
発生率は減少傾向にあるが、
都留市だけは2017年件数
が上がっており、全国や山
梨県に比べても高い。

図１ 人口１０万人あたりの自殺発生率）2013～2017）
出典：人口動態統計
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5位4位3位2位1位年齢

0～9歳

交通事故
転倒・転落 （各1

人）
10～19歳

不慮の溺死及び溺水
（1人）交通事故（2人）自殺（6人）20～29歳

不慮の溺死及び溺水
その他の外因（各1人）自殺（3人）30～39歳

交通事故
有害物質による不慮の中毒
及び曝露
その他不慮の事故
その他の外因（各1人）

自殺（8人）40～49歳

不慮の窒息
その他不慮の事故（各1人）

交通事故
転倒・転落（各2人）自殺（7人）50～59歳

不慮の溺死及び溺水
その他の外因（各1人）交通事故（2人）不慮の窒息

その他不慮の事故（各3人）自殺（9人）60～69歳

不慮の窒息
その他の外因（各1人）

煙，火及び火炎への曝
露

（2人）

交通事故
その他不慮の事故
自殺（各3人）

不慮の溺死及び溺水（4
人）70～79歳

不慮の溺死及び溺水
煙，火及び火炎への曝露
その他不慮の事故
その他の外因（各1人）

自殺（5人）不慮の窒息（6人）不慮の溺死及び溺水（8
人）転倒・転落（9人）80～89歳

不慮の溺死及び溺水
煙，火及び火炎への曝露
自殺（各1人）

その他不慮の事故
その他の外因（各2人）不慮の窒息（3人）転倒・転落（6人）90～99歳

表２ 外傷による死亡 年齢層別発生状況(2012～2017年の合計）
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安全・安心のための取り組みをしているか

出典：安全・安心なまちづくりアンケート2018（都留市役所地域環境課）

図３ 安全・安心のための取り組みをしているか(市民意識調査）

自殺に関する地域活動に現在取り
組んでいる人は、１割もいない。
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はい

67％

いいえ
33%

はい
87%

いいえ
13%

あなたは悩みのあるときに誰かに
相談しますか？

悩んだときや心の病気を抱えたときに
相談できる場所を知っていますか？
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死亡原因

自殺1位

交通事故2位



死亡原因
自殺1位

不慮の溺死及び溺水、転倒・転落
その他の不慮の事故

2位

交通事故、有害物質による不慮の
中毒及び曝露、その他の外因

3位
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全年齢を対象とした心の健康相談窓口の周知・啓発活動



市内のお店や大学に
メッセージカードを設置
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✿
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設置3か所
配布4か所
配布850枚

設置1か所
配布3か所
配布171枚

設置3か所
配布4か所
配布503枚

設置2か所-

活動の実施回数（設置箇
所）
活動の実施回数（配布箇
所）
啓発物品等の配布数

街頭インタビュー
66.0％（37/56)

市民意識調査
41％（351/850）

街頭インタ
ビュー
71.1％
（133/187）

-
市民意識調査
39％
(231/592）

-

意識・知識（短期）
（悩んだどきや心の病気を
抱えたときに相談できる場
所を知っている市民の割
合）
算定方法：市民意識調査

街頭インタビュー
66.0％（37/56)

市民意識調査
35.7％(293/820)

街頭インタ
ビュー
86.6％
（165/190）

-41.3％-

態度・行動（中期）
（悩んだときは周囲の人や
相談機関に相談する市民の
割合）
算定方法：市民意識調査

21.0％・
6人

20.8％・
6人

24.0％
7人

16.9％・
5人

16.7％・
5人

状況（行動）
（人口10万人あたりの自
殺死亡率・数）
算定方法：自殺の基礎調
査（厚生労働省）



26

ゲートキーパーの育成
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2025

①1回市民向け
18人

①2回
34人
②2回
23人

4回3回1回

活動の実施回数
啓発物品等の配布数
算定方法：
①ゲートキーパー養成講
座
②ミニ講座の開催回数

①100％
（18人/18人

①67.6％
（23人/34人）
②52.1％
（12人/23人）

99人78人60人

意識・知識（短期）
（養成講座による知識習
得）
算定方法：講座事後アン
ケート（講座を受け、新
しく知ったことはなに
か）※アンケートより実
施

①1回目94.4％
(17人/18人)

①88.2％
（30人/34人）
②86.9％
（20人/23人）

75人67人-

態度・行動（中期）
（ゲートキーパー活動）
算定方法：講座事後アン
ケート（講座を受け、実
践してみたいと思ったこ
とはあるか）

21.0％・
6人

20.8％・
6人

24.0％・
7人

16.9％・
5人

16.7％・
5人

状況（行動）
（人口10万人あたりの自
殺死亡率・数）
算定方法：自殺の基礎調
査（厚生労働省）
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若者応援隊の結成と支援

現状、若者応援隊は結成されていないが、その前段階としてゲートキーパー
養成講座などを通して悩みの相談に乗れる若者を増やす活動をしている。



＜内容＞
この森は『いのち』をみつめ、

みまもり、つなぐ森。
このイベントは、いのちを育む青木ヶ原樹海の豊かな
自然に触れ、生きる力を再認識してほしいという願い
を込めて企画されたものです。しかし青木ヶ原樹海は
⾧年、「自殺の名所」などネガティブなイメージが先
行してきた場所でありました。そんなイメージが少し
でも変わるように、当日は10～20代の若者に多く参加
してもらい、行きのバスの中で「話の聞き方・話し方
について」の講座を実施し、未来の若者応援隊として
ほかの人の悩み事をどのように傾聴すればいいか、そ
んなヒントを学びました。

参加者の声：ネイチャーガイドさんの案内により、
樹海のイメージが変わりました。
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ポスター・メッセージカードの周知
（つるぶん不動産）

つるぶん不動産のアドバイザー
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①1回/12人
文大生向け
②1回/13人
樹海ウォーク

①1回
20人

①1回
新型コロナウイルス感染症
の影響により活動自粛

活動の実施回数

啓発物品等の配布数
算定方法：①ゲートキー
パー養成講座の開催回数・
参加人数
②ミニゲートキーパー養成
講座の開催回数・参加人数

①100％
(12人/12人)
②84.6％

（11人/13人）

①80％
（16人/20人）36人--

意識・知識（短期）
（養成講座による知識習
得）
算定方法：講座事後アン
ケート（講座を受け、新し
く知ったことはなにか）
※2024年度アンケートより
実施

①100％
(12人/12人)
②84.6％

（11人/13人）

①100％
（20人/20人）36人--

態度・行動（中期）
（応援隊の活動）
算定方法：講座事後アン
ケート（講座を受け、実践
してみたいと思ったことは
あるか）

21.0％・
6人

20.8％・
6人

24.0％・
7人

16.9％・
5人

16.7％・
5人

状況（行動）
（人口10万人あたりの自殺
死亡率・数）
算定方法：自殺の基礎調査
（厚生労働省） 32
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パートナーシップ事業所の認定



チラシを配布しＰＲ

ステッカー作成中…
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周知回数：3回
ふるさと時代
祭：100枚
都留市商工会員
に送付：1,300
枚
ライオンズクラ
ブ：30枚

1

活動の実施回数
啓発物品等の配布数
訪問企業数等の周知回数、
配付数など

0011-

意識・知識（短期）
（企業への周知活動）
算定方法：申請書配布企
業数

222--
態度・行動（中期）
（活動している企業）
算定方法：認定企業数

21.0％・
6人

20.8％・
6人

24.0％・
7人

16.9％・
5人

16.7％・
5人

状況（行動）
（人口10万人あたりの自
殺死亡率・数）
算定方法：自殺の基礎調
査（厚生労働省）
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市民意識調査において「悩んだときや心
の病気を抱えたときに相談できる場所を
知っている」市民の割合が66.0％、「悩
んだときは周囲の人や相談機関に相談す
る」市民の割合は66.0％

周知・啓発活動プログラ
ム①

講座事後アンケートにおいて「講座を受
け、新しく知ったこと」がある人は100％、
「講座を受け、実践してみたいと思った
ことはあるか」は94.4％

ゲートキーパー養成講座プログラ
ム②

講座事後アンケートにおいて「講座を受
け、新しく知ったこと」がある人は100％、
「講座を受け、実践してみたいと思った
ことはあるか」は92.3％

若者応援隊の結成と支援プログラ
ム③

企業への周知活動について申請書配布企
業数5件、活動している企業として認定企
業数2件

パートナーシップ事業所・
企業の認定

プログラ
ム④
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